
大釜変･清水義雄

目的別テーマ:繊維事業に関する研究

1 7年度研究テーマ

15-7-15および15-7-16 :繊維感性事業と日本の繊維産業および先進ファイバー事業を経

営する会社の経営問題
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研究目的

日本の繊維関連会社の事業の傾向を概観し､あえて高収益事業があるとすれば目的はその要因を探ること

にある｡注目すべき点を財務的な勘定系でいうと､ひとつは無形固定資産､もうひとつは販売費･一般管理費

ことに｢般管理費である｡前者はBland I Godwi11の問題として15年度Luxury Brandと比較しつつ問題

提起し､後者は､ 16年度に､公的繊維政策の予期せぬ結果として生まれたであろう取引慣行維持志向の問題

として触れた｡ 17年度の作業はこの仮説を多少とも説得性をもつようにデータ収集することにあった｡

一年間の研究内容と成果

まず､無形固定資産関連について｡ 17年度で､日本のアパレル･ファッション事業･オンワードとEU系

lumybrand事業のI∬MH (JL)との財務諸表を比較し､前掲の問題を指摘したが､ことしは当初の方向を

変えて､ blandの価値とその測定についての手法と若干の調査を試みつつある｡

17年度の作業は､ひとつは､ 『ブランド㈲蔚平価研究会報告書』(平成14年6月24日､経済産業省企業法制

研究会)のレビューである｡もうひとつは､コンジョイント分析手法によるpositioningを通じたbland調査の実施であるo

後者の結果と前者の結果を比較する作業であり､比較的手軽に出来るコンジョイント分析でアパレルファッション･ブ

ランド調査が可能であるかどうかの見通しをつける｡

Luxury Brandのように複雑な要因が交錯する商品をいきなり調査するのは難しいので､比較すべき変数が比較

的少ない｢軽自動車｣をえらび､会社の名前をblandとみなして､コンジョイント分析を使った調査(2大学180名弱の

学生の回答)の結果として得られた効用値と､企業法希脚の手法で野村総研が計算したbland価値(価額)を比較し

てみた｡実際に作業をした山本恭平氏(当時M2)の計算結果は別表のごとくであった｡偶然の一働ぜうかは不明

だが､手がかりを得た感じである｡つまりはこの手法の延長で､むろん所要の工夫をくわえることにより､アパレル.
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ファッションのブランドの測定ができるであろうという想定である｡

擢自動辛の7ランド佃伯計算(山東恭平)
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一方､販売費および一般管理費については､まだ､計算が出来ていない｡いま､繊維事業系(川上･川中から小

売含めて)公開会社150社の主要財務指標(会社四季報･会社情報レベルのデータ)を主成分分析で整理すると､

規模や財務の健全性を軸にするカテゴリー化は可能であり､たとえば上野宏彦氏(当時M2)の計算ではカネボウ

の不振､旭化成･東レ･帝人の規模の大きさなどは､かなり明確に出てくるけれども､掲記のテーマにそって､公的繊

維政策の予期せぬ結果として生まれたであろう取引慣行維持志向をもつ､いわ欄司質企業が,群をなすはどた

くさんあって､団子状に分布しているという図を得るには､まだまだ資料と計算が足りない｡

これは､前掲｢四季報｣レベルでは販売費および一一般管理費の記載はなく､有価証券報告書にある連結p/しか提

出会社p/Lおよびその注記､製造原価報告書をみるしかないが､本邦証券取引法は､販売費および一般管理費が
･括されているので､一般管理費のみを特定するには推計によるしかない｡これらの作業を100社以上するには､

いささか資金と腕力を要する｡

ある程度特徴を持つ会社の有価証券報告書相互の比較は手に負えるが､産業ベースの視点を置くためには1 00

社を超える会社の特徴をデータ化しなければならず､腕力依存は困難である｡会社間比較からモデルを構成して､

シミュレーションに持っていくほうが､はやいかもしれない｡

その場合､ひとつひとつの会社の経営を解き明かしつつ､ 2つの取引慣行(上掲右図･後掲2パターン)の差異を

うまく表現する必要がある(図および趣旨はRoberto Okadaおよび大谷による) ｡たとえば､最終製品に対し会社が

ベルト状に並んでいるのと､いわばセル生産方式のように並ぶのとでは､アパレル･ファッションのような感性訴求商

品の場合､おそらくは､ちがった結果がでるはずである｡

Pattem 1 : M-A-B-C-D- ･S

Pattぽn　2 : C⇔AC⇔B-C⇔M-A⇔B

こうした考えについて､比較的川上に近い業界人は､ Pattem 2に高めの評価を下すことにかなりの抵抗があ

るのだが､実際､繊維関連事業で利益を出していくとなれば､ pattem lの川上に近いところにいてスケール

を狙うことになる｡しかしそのモデルだけで､果たしてよいものかどうか｡リストラを繰り返すなどして固定

費負担を下げるとしても､なお持続的にBEPが上昇しないであろうか.会社がGoingConcemであるという前

提に立った場合､研究開発訴求で規模を維持して存続していくという発想だけでは､いささか心もとないよう

な感じもする｡ただし､上田のキャンパスが､創立以来､その国策的モデルに乗って存続してきたことは確か

なことではあるから､ Pattem 2の旗色がよくないのはむりからぬところではある.

展望

規格品の量産量販を志向し､そしてこれを不磨の大典とする取引慣行を維持すること､この呪縛から

容易には解き放たれないのは､解き放たれたところで儲からないとわかっているから､つまりそれが信

仰にも近いものであるから､むりもないというのがおよその結論である｡しからば､本当に儲からない

ものかどうか､できるだけリアルにちかいところで計算してみよう｡その工夫を試みることが､今後の

展望である｡それにはある種の確率論の導入が不可避である｡
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